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監査等委員会設置会社への移行を経て～中長期の企業価値向上に向けた
事業ポートフォリオ最適化と監督機能のさらなる深化～
中期経営計画2026の初年度を終え、監査等委員会設置会社へ移行した今、住友商事グループの現在と今後のさらなる企業価値向上に向けた課題や期待について、
これまでの経緯も振り返りながら社外取締役の皆様それぞれのご経験を踏まえて議論していただきました。

御立 尚資
社外取締役 Profile

2022年6月に当社社外取締役に就任。長年にわたり米国大
手経営コンサルティング会社において要職を歴任する等、企
業経営や統合型リスク管理等に関する広範な知識と豊富な
経験を有する。

大槻 奈那
社外取締役 Profile

2024年6月に当社社外取締役に就任。長年にわたり大手証
券会社等において要職を歴任し、また、大学教授や上場会社
の社外取締役を務める等、市場分析やコーポレートガバナ
ンス等に関する広範な知識と豊富な経験を有する。

長嶋 由紀子
社外取締役 Profile

2025年6月に当社社外取締役（監査等委員）に就任（2021
年6月～2025年6月は当社監査役）。 長年にわたり大手人材
総合サービス事業会社（持株会社）において要職を歴任し、
グループ会社の経営者や持株会社の常勤監査役、大手企業
の社外役員を務める等、企業経営やコーポレートガバナンス
等に関する高度な専門知識と豊富な経験を有する。

社外取締役座談会
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社外取締役座談会

「中期経営計画2026」の進捗について

■̶ 御立　当社は前中計までに資本コストを意識した経営基
盤を整え、現中計ではその経営基盤の上で成長するステージ

に進みました。中計初年度の業績は好調に推移し、今のとこ

ろ進捗は順調だと評価しています。何より、社内では「No.1事

業群」や競争優位性という言葉を表に出して議論する機会が

明らかに増えています。こうした議論が結果として株主価値

の向上につながっていくと捉えています。営業9グループそれ

ぞれがどんな強みでNo.1を目指していくかの戦略議論を重

ねてきており、株主の皆様にそれぞれの事業の強みをお示し

するステージに入っています。もちろん、それを現実化し、企

業価値を持続的に成長させて結果を出していくことが何より

重要だと、取締役会全体が認識しています。

■ 長嶋　当社の事業現場でも、「No.1事業群」の考え方が浸

透していることは、私も実感しています。事業領域はそれぞれ

異なりながらも、前中計ではWACCを上回るROICを上げる

という共通の物差しが各組織の血肉となって徹底され、現中

計は「No.1事業群」というコンセプトをもとに、2026年度に

目指すべきゴールがしっかりインストールされました。今は、

ゴールまでの道筋の明確さをもう一段磨き上げる過程にあ

ると思います。

■ 大槻　2024年度は、国際情勢を見ても非常に難しい局面

でしたが、その中で当社はよくやれていると評価しています。

一方で、御立さんもおっしゃいましたが、当社には目指してい

かなければならない長い価値創造プロセスがあります。中計

は、そこへ向けて3年ごとに刻んだ期間でしかありません。現

中計のスタートとしての利益水準は好調ですが、それでも目

指す姿に向けてはまだ相当な距離があると認識しています

し、60年ぶりの組織改正という大改革の真価が今後の中計

後半には問われていくと捉えています。

昨年、社外取締役に就任し、この1年間、ポートフォリオ管理

の難しさを感じてきました。事業ごとにNo.1を目指す一方

で、住友商事としての全体最適も図らなければなりません。し

かも、1年後、10年後、あるいはもっと先と、時間軸の概念も

含めてその最適化を図る必要があります。中計後半に差しか

かる今年は、攻めの部分と同時に守りのリスク管理やガバナ

ンスについても、各事業のリスクに対するリターンをさまざま

な時間軸で最適化していく観点から、集中して見ていきたい

と思います。

事業ポートフォリオの構築について

■̶ 御立　ポートフォリオの構築には、リスクを打ち消し合う守
りの側面と同時に、どのように成長しキャッシュを創出してい

くかという攻めの側面があり、この両立が重要です。当社のビ

ジネスは、業種、地域、そして利益を生み出すまでの時間軸が

多種多様な事業の集合体です。この両立をどう行うかが、こ

れまでも課題であり、試行錯誤してきたと捉えています。例え

ば銅鉱山事業のように長い時間をかけて利益を上げるビジ

ネスもあれば、リテイルで日々キャッシュを生み続けなければ

ならないビジネスもあります。今後、取締役会においても、時

間軸とリスク分散の概念での議論を一段と深めていきたいと

思います。

　一方で、11兆円という大きなバランスシートで、ここまで多

種多様な事業のポートフォリオを持つ事業会社は、そうあり

ません。商社の強みは、上流から下流までのバリューチェー

ン全体に目配りができ、少し引いた視点から、どこにどういう

ビジネスをつくり上げれば、中長期で価値創出ができるかを

見ることができるところです。ここを見通してスピーディに動

いていくことが今後進むべき方向性だと捉えています。

■ 長嶋　事業ポートフォリオに関して言いますと、今や常に
我々の傍らにいるAIが、過去からの環境変化の分析や、当社

の失敗案件の要因分析等のブレインワークをスマートにやっ

てくれるわけです。ですが、そのような中でも、ポートフォリオ

の構築には執行側の意志を込めていくことが重要です。

2024年度の組織改革を通じて、意志を込めるタイミングを

逸しない機動性の高い執行体制ができました。私たち社外取

締役も執行の合意形成の妥当性はモニタリングしています。

ビジネスの中には、長い時間軸でトンネルから抜け出す事業

もあれば、毎年トンネルを通っては抜け出すのを繰り返すよ

うなビジネスもあるでしょう。こうした時間軸の視点からも

ポートフォリオをどう設計するか、何を優先させるか、その判

断には意志を込めながら、環境変化に乗じて、ポートフォリオ

をしなやかに進化させていくかが大事だと思います。

■ 大槻　「意志を込める」は、良い言葉ですね。どのような意
志を込めるのか、という点で、当社のぶれない軸となるのが、

住友の事業精神だと思います。私も新任取締役に就任して以

来、折に触れて、その価値観の大切さをご共有いただいてき

ました。

　一方、過去の経験に学ぶという点では、マダガスカルのア

ンバトビーニッケルプロジェクトは非常に大きな関心事です。

過去の経験やそこから得た学びを、より積極的に活かす形で

昇華させなければいけません。

　当社は事業戦略分類を「注力」「バリューアップ」「再構築」

「育成」の4象限で表していますが、かつてはネガティブな位

置付けであった事業も、失敗の原因を分析して振り返るだけ

でなく、失敗から得た学びをプラスへと変えていく、あるいは

他の事業に活かしていくことで、事業戦略分類をよりインタ

ラクティブに成長させていけると考えます。

■ 御立　過去からの学びを活かすという意味では、多種多様
な事業それぞれ固有の価値創造のキーポイントをしっかりつ

かまえて、次の投資に活かすことが大変重要です。例えば、ア

ンバトビーでは大変苦労し、株主の皆様にもご心配をかけて

いますが、マダガスカルという難しいエリアの現場にどっぷり

入り、資源事業のディープなオペレーションや地域リスクのマ

ネジメント経験を積んでいます。インフラや不動産を含む都市

総合開発事業においても、当社はさまざまなアセットのオペ

レーションのプロとしての知見を過去から蓄積してきていま

す。こういった経験にも学び、多種多様な事業投資の中で、ど

の事業のどういうリスクを取り、当社ならではの価値創造をす

るか。この総体がポートフォリオ管理の要諦だと思います。

監査等委員会設置会社への移行について

■̶ 長嶋　2025年の株主総会を経て、当社は監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へと移行し、私も監査役から、

取締役監査等委員に立ち位置が変わりました。リスクマネジ

メントにおいて、将来リスクも含め執行サイドが事業リスクを

どう捉え、機会創出のために、どんなリスクテイクをするの

か、しっかり見ていく点は、監査等委員会設置会社になっても

変わりません。

　当社の取締役会の役割についての議論やその実効性向上

に向けた取り組みは、過去から建設的に行われてきました。

その中で、機関設計の変更についての具体的な検討が取締

役会で始まったのは2024年7月です。スタートは勉強会でし

た。2015年にコーポレートガバナンス・コードが適用されて

約10年、グローバルに開放された資本市場の中で、未来志

向で当社のガバナンスを鑑みて、あるべき姿、やるべきこと

の優先順位等々をフラットに意見交換する視点を揃える起

点になったと思います。その後、取締役会で計7回、社外役員

会で計2回、監査役会で計6回、取締役会の今後の在り方に

ついて徹底的に議論しました。その中では、経営執行の一層

のアジャイルな戦略実行と意思決定の迅速化を目的に、取

締役会から経営会議へと委譲する決議事項の検討を行いま

した。その過程では、取締役会として実効性の高い監督がで

きるのか、執行の迅速化に合わせて既存のリスクチェック体

制がスピードの面からも問題ないかといった観点について

も議論を重ねました。このプロセスを経ることで、あるべき監

督責任を果たす取締役会の背骨となる部分を確認できたこ

とは非常に意義があったと思います。私自身、議論を通じて

監査等委員会の当事者として、ミッションに対するオーナー

シップを再認識する機会となりました。単なる機関設計変更

の手続きにとどまらないプロセスだったと思います。

■ 大槻　機関設計が変わったことで、今後は、個々のアジェン
ダについてもこれまで以上に時間が取りやすく、より深い議

論ができるようになると期待しています。その一方で、機関設

計はあくまで手段に過ぎません。新しい体制下で私たちが特

に意識すべきことは、最終的な目的に向かって、どのような形

で考え、責任を持って意思決定に関わっていくかということ

です。そこで重要になるのが、執行側とは違う次元で考えるこ

とです。さまざまな時間軸で考え、同時に、株主の皆様からの

負託を受けたエージェントとして、市場との対話の在り方に

ついては、もっと意識する必要があると思います。

■ 御立　より良い経営とその監督のためには、形だけではな
く実際の運用が重要です。取締役会で決議する法定事項も減

り、それによって生まれる時間を、事業ポートフォリオや全体

のリスクマネジメント等の議論に充て、各社外取締役がそれ

ぞれの専門的見地から忌憚なく意見することで、ガバナンス

の実効性を高めていければと思います。その意味では、土壌

が整ったという感覚があります。

　特に、社外取締役が過半を占めることはこれまでとは大き

な違いです。現場の実態を知る取締役が半数に満たない中

で、株主の皆様に納得していただけるような形で取締役会を

運営していくことへの緊張感もあります。

中長期での企業価値向上に向けた課題

■̶ 御立　中長期的な成長を図る上で大きなチャレンジだと
私が考えるのは、日本発グローバル企業としての人材マネジ

メントの在り方です。グローバル本社制のもと、成長領域で

世界各地のプロフェッショナルを現地で直接雇用し、将来

的にはそこから経営幹部も輩出するような姿が理想です。

AIができないことができるプロを取り合う今の時代に、世界

のどのエリアでも勝ち組になれる人財が集まる仕組みをど

うつくり上げるか、ここにはもう一段の努力が必要です。

■ 長嶋　人財については、執行サイドと取締役会との両面で
課題があると思います。取締役会に関しては、スキルマトリッ

クス等の視点から、執行側で揃っている要素に対して、監督と

いう視点でどういう要素が必要なのか、引き続き検討してい

く必要があると思います。

　私が当社の監査役に就任してから4年が経ちましたが、そ

の間、執行役員クラスが外部から直接登用されるケースもあ

りました。ここ数年、未来の当社にとって必要な要素は、どの

レイヤーであっても必要あれば外部から採用していく、という

姿勢を具現化してきており、今後はこうした人財の獲得をより

グローバルな視点で加速していくことは大事だと思います。

■ 大槻　人財、それから資本、多種多様な事業に及ぶ資産の
ポテンシャルといったリソースマネジメントは、リスク管理を

強化していく上でも重要です。通常のリスクは損益管理の中

でマネージしながらも、万が一のショックに対するコンティン

ジェンシープランまで見据えると、どれだけのリソースがある

かによってリスクの取り方が変わってきます。そこはリスク、リ

ターン、時間軸の3次元で捉え、平時のリスクマネジメント、

ショック時の体制、リソースをどう調達していくかについて考

える必要があり、リソースについてはより一層の拡充を意識

していく必要があると思っています。

資本市場とのエンゲージメントについて

■̶ 大槻　当社は日本企業としては、現場レベルまでROIC・

WACCの考え方を浸透させ、資本コストを意識した経営が

しっかりできている会社です。東証の改革より以前から、そう

した経営を推進していたからこそ、ROIC・WACCの考え方

がこれだけ浸透しているのだろうと思います。既存事業、

M&Aを含む新規事業等、全てについて個別にWACCを計算

しており、ROICがそれを上回る形で、有機的に各事業が結

合していれば、PBRが1倍を超える姿は当然のように見えて

きます。

　なかなか市場にそうご理解いただけていないのには、PER

の向上につながる成長ストーリーの点で、将来の見通しを示

せていない点と、資本コストに関して、市場と目線が折り合っ

ていない点があると思います。WACC算出時のリスクの部分

について、資本市場には、過去の経緯から当社の「見えないリ

スク」に対する不安要素が残っているのでしょう。成長ストー

リーと資本コストの両面から、当社自身が将来に向けてどの

ように改善していこうとしているのか、その伝え方も含めて見

ていきたいと思います。

■ 長嶋　アンバトビー一つをとっても、この1年でも大きく状

況が変化しています。何がどう変わったのか、その変化や進

捗の説明責任を果たしていくことと、8つの成長分野につい

て、成長過程やスピードが異なるからこそ、KPI等を使って進

捗や競争優位性を伝えていくことが大事だと思います。一方

で、当社は、AIを武器として使っているという点でかなり先行

していると思います。この領域でどうビジネスとして形にし、

価値を上げていくのか、ターゲットをよりクリアにして、どう

勝負していくのかを示さなければなりません。

■ 大槻　この1年を振り返ると、次世代の成長に向けた大きな

柱の一つとして、デジタルを強化していくことを掲げる中で、子

会社のSCSKがネットワンシステムズをグループ化したこと

は、「歴史が動いたモーメント」の一つになる出来事だったと評

価しています。今後は、当社取締役会でも、それがグループとし

ての収益を高めていく道筋を見ていく必要があると思います。

■ 御立　昨年も申し上げましたが、当社には、資本コストを意
識した形で事業の改善を図るという物差しがしっかりと入っ

ており、そうした事業管理を通じて、業績も株価も向上しつつ

あります。しかし、PBRはまだ安定して1倍を超えていませ

ん。資本市場と対話を深め、「住友商事は成長していくのだ」

という将来の成長への期待感につなげていくことが必要で

す。資本市場からご理解を得るには、何よりもトラックレコー

ドが必要ですから、お約束通り、あるいは市場の想定以上に、

成長できていることを示していくしかありません。

　株価全体の動きも悪くなく、トレンドは上向き基調にあり

ます。グローバルな投資家からもご評価をいただいています。

不確実性の高まるグローバル経済の中で、着実に成長のた

めの仕込みを進め、しっかりとポートフォリオマネジメントを

して結果を出していく。それに尽きると思います。事業範囲が

広いだけにIRも相当な努力が必要だと思いますが、8つの成

長分野の中身とポートフォリオの方向性、そして競争優位性

をしっかりとお伝えしていくことが、当社に期待を持っていた

だく機会になると思います。
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業価値を持続的に成長させて結果を出していくことが何より

重要だと、取締役会全体が認識しています。

■ 長嶋　当社の事業現場でも、「No.1事業群」の考え方が浸

透していることは、私も実感しています。事業領域はそれぞれ

異なりながらも、前中計ではWACCを上回るROICを上げる

という共通の物差しが各組織の血肉となって徹底され、現中

計は「No.1事業群」というコンセプトをもとに、2026年度に

目指すべきゴールがしっかりインストールされました。今は、

ゴールまでの道筋の明確さをもう一段磨き上げる過程にあ

ると思います。

■ 大槻　2024年度は、国際情勢を見ても非常に難しい局面

でしたが、その中で当社はよくやれていると評価しています。

一方で、御立さんもおっしゃいましたが、当社には目指してい

かなければならない長い価値創造プロセスがあります。中計

は、そこへ向けて3年ごとに刻んだ期間でしかありません。現

中計のスタートとしての利益水準は好調ですが、それでも目

指す姿に向けてはまだ相当な距離があると認識しています

し、60年ぶりの組織改正という大改革の真価が今後の中計

後半には問われていくと捉えています。

昨年、社外取締役に就任し、この1年間、ポートフォリオ管理

の難しさを感じてきました。事業ごとにNo.1を目指す一方

で、住友商事としての全体最適も図らなければなりません。し

かも、1年後、10年後、あるいはもっと先と、時間軸の概念も

含めてその最適化を図る必要があります。中計後半に差しか

かる今年は、攻めの部分と同時に守りのリスク管理やガバナ

ンスについても、各事業のリスクに対するリターンをさまざま

な時間軸で最適化していく観点から、集中して見ていきたい

と思います。

事業ポートフォリオの構築について

■̶ 御立　ポートフォリオの構築には、リスクを打ち消し合う守
りの側面と同時に、どのように成長しキャッシュを創出してい

くかという攻めの側面があり、この両立が重要です。当社のビ

ジネスは、業種、地域、そして利益を生み出すまでの時間軸が

多種多様な事業の集合体です。この両立をどう行うかが、こ

れまでも課題であり、試行錯誤してきたと捉えています。例え

ば銅鉱山事業のように長い時間をかけて利益を上げるビジ

ネスもあれば、リテイルで日々キャッシュを生み続けなければ

ならないビジネスもあります。今後、取締役会においても、時

間軸とリスク分散の概念での議論を一段と深めていきたいと

思います。

　一方で、11兆円という大きなバランスシートで、ここまで多

種多様な事業のポートフォリオを持つ事業会社は、そうあり

ません。商社の強みは、上流から下流までのバリューチェー

ン全体に目配りができ、少し引いた視点から、どこにどういう

ビジネスをつくり上げれば、中長期で価値創出ができるかを

見ることができるところです。ここを見通してスピーディに動

いていくことが今後進むべき方向性だと捉えています。

■ 長嶋　事業ポートフォリオに関して言いますと、今や常に
我々の傍らにいるAIが、過去からの環境変化の分析や、当社

の失敗案件の要因分析等のブレインワークをスマートにやっ

てくれるわけです。ですが、そのような中でも、ポートフォリオ

の構築には執行側の意志を込めていくことが重要です。

2024年度の組織改革を通じて、意志を込めるタイミングを

逸しない機動性の高い執行体制ができました。私たち社外取

締役も執行の合意形成の妥当性はモニタリングしています。

ビジネスの中には、長い時間軸でトンネルから抜け出す事業

もあれば、毎年トンネルを通っては抜け出すのを繰り返すよ

うなビジネスもあるでしょう。こうした時間軸の視点からも

ポートフォリオをどう設計するか、何を優先させるか、その判

断には意志を込めながら、環境変化に乗じて、ポートフォリオ

をしなやかに進化させていくかが大事だと思います。

■ 大槻　「意志を込める」は、良い言葉ですね。どのような意
志を込めるのか、という点で、当社のぶれない軸となるのが、

住友の事業精神だと思います。私も新任取締役に就任して以

来、折に触れて、その価値観の大切さをご共有いただいてき

ました。

　一方、過去の経験に学ぶという点では、マダガスカルのア

ンバトビーニッケルプロジェクトは非常に大きな関心事です。

過去の経験やそこから得た学びを、より積極的に活かす形で

昇華させなければいけません。

　当社は事業戦略分類を「注力」「バリューアップ」「再構築」

「育成」の4象限で表していますが、かつてはネガティブな位

置付けであった事業も、失敗の原因を分析して振り返るだけ

でなく、失敗から得た学びをプラスへと変えていく、あるいは

他の事業に活かしていくことで、事業戦略分類をよりインタ

ラクティブに成長させていけると考えます。

■ 御立　過去からの学びを活かすという意味では、多種多様
な事業それぞれ固有の価値創造のキーポイントをしっかりつ

かまえて、次の投資に活かすことが大変重要です。例えば、ア

ンバトビーでは大変苦労し、株主の皆様にもご心配をかけて

いますが、マダガスカルという難しいエリアの現場にどっぷり

入り、資源事業のディープなオペレーションや地域リスクのマ

ネジメント経験を積んでいます。インフラや不動産を含む都市

総合開発事業においても、当社はさまざまなアセットのオペ

レーションのプロとしての知見を過去から蓄積してきていま

す。こういった経験にも学び、多種多様な事業投資の中で、ど

の事業のどういうリスクを取り、当社ならではの価値創造をす

るか。この総体がポートフォリオ管理の要諦だと思います。

監査等委員会設置会社への移行について

■̶ 長嶋　2025年の株主総会を経て、当社は監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へと移行し、私も監査役から、

取締役監査等委員に立ち位置が変わりました。リスクマネジ

メントにおいて、将来リスクも含め執行サイドが事業リスクを

どう捉え、機会創出のために、どんなリスクテイクをするの

か、しっかり見ていく点は、監査等委員会設置会社になっても

変わりません。

　当社の取締役会の役割についての議論やその実効性向上

に向けた取り組みは、過去から建設的に行われてきました。

その中で、機関設計の変更についての具体的な検討が取締

役会で始まったのは2024年7月です。スタートは勉強会でし

た。2015年にコーポレートガバナンス・コードが適用されて

約10年、グローバルに開放された資本市場の中で、未来志

向で当社のガバナンスを鑑みて、あるべき姿、やるべきこと

の優先順位等々をフラットに意見交換する視点を揃える起

点になったと思います。その後、取締役会で計7回、社外役員

会で計2回、監査役会で計6回、取締役会の今後の在り方に

ついて徹底的に議論しました。その中では、経営執行の一層

のアジャイルな戦略実行と意思決定の迅速化を目的に、取

締役会から経営会議へと委譲する決議事項の検討を行いま

した。その過程では、取締役会として実効性の高い監督がで

きるのか、執行の迅速化に合わせて既存のリスクチェック体

制がスピードの面からも問題ないかといった観点について

も議論を重ねました。このプロセスを経ることで、あるべき監

督責任を果たす取締役会の背骨となる部分を確認できたこ

とは非常に意義があったと思います。私自身、議論を通じて

監査等委員会の当事者として、ミッションに対するオーナー

シップを再認識する機会となりました。単なる機関設計変更

の手続きにとどまらないプロセスだったと思います。

■ 大槻　機関設計が変わったことで、今後は、個々のアジェン
ダについてもこれまで以上に時間が取りやすく、より深い議

論ができるようになると期待しています。その一方で、機関設

計はあくまで手段に過ぎません。新しい体制下で私たちが特

に意識すべきことは、最終的な目的に向かって、どのような形

で考え、責任を持って意思決定に関わっていくかということ

です。そこで重要になるのが、執行側とは違う次元で考えるこ

とです。さまざまな時間軸で考え、同時に、株主の皆様からの

負託を受けたエージェントとして、市場との対話の在り方に

ついては、もっと意識する必要があると思います。

■ 御立　より良い経営とその監督のためには、形だけではな
く実際の運用が重要です。取締役会で決議する法定事項も減

り、それによって生まれる時間を、事業ポートフォリオや全体

のリスクマネジメント等の議論に充て、各社外取締役がそれ

ぞれの専門的見地から忌憚なく意見することで、ガバナンス

の実効性を高めていければと思います。その意味では、土壌

が整ったという感覚があります。

　特に、社外取締役が過半を占めることはこれまでとは大き

な違いです。現場の実態を知る取締役が半数に満たない中

で、株主の皆様に納得していただけるような形で取締役会を

運営していくことへの緊張感もあります。

中長期での企業価値向上に向けた課題

■̶ 御立　中長期的な成長を図る上で大きなチャレンジだと
私が考えるのは、日本発グローバル企業としての人材マネジ

メントの在り方です。グローバル本社制のもと、成長領域で

世界各地のプロフェッショナルを現地で直接雇用し、将来

的にはそこから経営幹部も輩出するような姿が理想です。

AIができないことができるプロを取り合う今の時代に、世界

のどのエリアでも勝ち組になれる人財が集まる仕組みをど

うつくり上げるか、ここにはもう一段の努力が必要です。

■ 長嶋　人財については、執行サイドと取締役会との両面で
課題があると思います。取締役会に関しては、スキルマトリッ

クス等の視点から、執行側で揃っている要素に対して、監督と

いう視点でどういう要素が必要なのか、引き続き検討してい

く必要があると思います。

　私が当社の監査役に就任してから4年が経ちましたが、そ

の間、執行役員クラスが外部から直接登用されるケースもあ

りました。ここ数年、未来の当社にとって必要な要素は、どの

レイヤーであっても必要あれば外部から採用していく、という

姿勢を具現化してきており、今後はこうした人財の獲得をより

グローバルな視点で加速していくことは大事だと思います。

■ 大槻　人財、それから資本、多種多様な事業に及ぶ資産の
ポテンシャルといったリソースマネジメントは、リスク管理を

強化していく上でも重要です。通常のリスクは損益管理の中

でマネージしながらも、万が一のショックに対するコンティン

ジェンシープランまで見据えると、どれだけのリソースがある

かによってリスクの取り方が変わってきます。そこはリスク、リ

ターン、時間軸の3次元で捉え、平時のリスクマネジメント、

ショック時の体制、リソースをどう調達していくかについて考

える必要があり、リソースについてはより一層の拡充を意識

していく必要があると思っています。

資本市場とのエンゲージメントについて

■̶ 大槻　当社は日本企業としては、現場レベルまでROIC・

WACCの考え方を浸透させ、資本コストを意識した経営が

しっかりできている会社です。東証の改革より以前から、そう

した経営を推進していたからこそ、ROIC・WACCの考え方

がこれだけ浸透しているのだろうと思います。既存事業、

M&Aを含む新規事業等、全てについて個別にWACCを計算

しており、ROICがそれを上回る形で、有機的に各事業が結

合していれば、PBRが1倍を超える姿は当然のように見えて

きます。

　なかなか市場にそうご理解いただけていないのには、PER

の向上につながる成長ストーリーの点で、将来の見通しを示

せていない点と、資本コストに関して、市場と目線が折り合っ

ていない点があると思います。WACC算出時のリスクの部分

について、資本市場には、過去の経緯から当社の「見えないリ

スク」に対する不安要素が残っているのでしょう。成長ストー

リーと資本コストの両面から、当社自身が将来に向けてどの

ように改善していこうとしているのか、その伝え方も含めて見

ていきたいと思います。

■ 長嶋　アンバトビー一つをとっても、この1年でも大きく状

況が変化しています。何がどう変わったのか、その変化や進

捗の説明責任を果たしていくことと、8つの成長分野につい

て、成長過程やスピードが異なるからこそ、KPI等を使って進

捗や競争優位性を伝えていくことが大事だと思います。一方

で、当社は、AIを武器として使っているという点でかなり先行

していると思います。この領域でどうビジネスとして形にし、

価値を上げていくのか、ターゲットをよりクリアにして、どう

勝負していくのかを示さなければなりません。

■ 大槻　この1年を振り返ると、次世代の成長に向けた大きな

柱の一つとして、デジタルを強化していくことを掲げる中で、子

会社のSCSKがネットワンシステムズをグループ化したこと

は、「歴史が動いたモーメント」の一つになる出来事だったと評

価しています。今後は、当社取締役会でも、それがグループとし

ての収益を高めていく道筋を見ていく必要があると思います。

■ 御立　昨年も申し上げましたが、当社には、資本コストを意
識した形で事業の改善を図るという物差しがしっかりと入っ

ており、そうした事業管理を通じて、業績も株価も向上しつつ

あります。しかし、PBRはまだ安定して1倍を超えていませ

ん。資本市場と対話を深め、「住友商事は成長していくのだ」

という将来の成長への期待感につなげていくことが必要で

す。資本市場からご理解を得るには、何よりもトラックレコー

ドが必要ですから、お約束通り、あるいは市場の想定以上に、

成長できていることを示していくしかありません。

　株価全体の動きも悪くなく、トレンドは上向き基調にあり

ます。グローバルな投資家からもご評価をいただいています。

不確実性の高まるグローバル経済の中で、着実に成長のた

めの仕込みを進め、しっかりとポートフォリオマネジメントを

して結果を出していく。それに尽きると思います。事業範囲が

広いだけにIRも相当な努力が必要だと思いますが、8つの成

長分野の中身とポートフォリオの方向性、そして競争優位性

をしっかりとお伝えしていくことが、当社に期待を持っていた

だく機会になると思います。
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社外取締役座談会

「中期経営計画2026」の進捗について

■̶ 御立　当社は前中計までに資本コストを意識した経営基
盤を整え、現中計ではその経営基盤の上で成長するステージ

に進みました。中計初年度の業績は好調に推移し、今のとこ

ろ進捗は順調だと評価しています。何より、社内では「No.1事

業群」や競争優位性という言葉を表に出して議論する機会が

明らかに増えています。こうした議論が結果として株主価値

の向上につながっていくと捉えています。営業9グループそれ

ぞれがどんな強みでNo.1を目指していくかの戦略議論を重

ねてきており、株主の皆様にそれぞれの事業の強みをお示し

するステージに入っています。もちろん、それを現実化し、企

業価値を持続的に成長させて結果を出していくことが何より

重要だと、取締役会全体が認識しています。

■ 長嶋　当社の事業現場でも、「No.1事業群」の考え方が浸

透していることは、私も実感しています。事業領域はそれぞれ

異なりながらも、前中計ではWACCを上回るROICを上げる

という共通の物差しが各組織の血肉となって徹底され、現中

計は「No.1事業群」というコンセプトをもとに、2026年度に

目指すべきゴールがしっかりインストールされました。今は、

ゴールまでの道筋の明確さをもう一段磨き上げる過程にあ

ると思います。

■ 大槻　2024年度は、国際情勢を見ても非常に難しい局面

でしたが、その中で当社はよくやれていると評価しています。

一方で、御立さんもおっしゃいましたが、当社には目指してい

かなければならない長い価値創造プロセスがあります。中計

は、そこへ向けて3年ごとに刻んだ期間でしかありません。現

中計のスタートとしての利益水準は好調ですが、それでも目

指す姿に向けてはまだ相当な距離があると認識しています

し、60年ぶりの組織改正という大改革の真価が今後の中計

後半には問われていくと捉えています。

昨年、社外取締役に就任し、この1年間、ポートフォリオ管理

の難しさを感じてきました。事業ごとにNo.1を目指す一方

で、住友商事としての全体最適も図らなければなりません。し

かも、1年後、10年後、あるいはもっと先と、時間軸の概念も

含めてその最適化を図る必要があります。中計後半に差しか

かる今年は、攻めの部分と同時に守りのリスク管理やガバナ

ンスについても、各事業のリスクに対するリターンをさまざま

な時間軸で最適化していく観点から、集中して見ていきたい

と思います。

事業ポートフォリオの構築について

■̶ 御立　ポートフォリオの構築には、リスクを打ち消し合う守
りの側面と同時に、どのように成長しキャッシュを創出してい

くかという攻めの側面があり、この両立が重要です。当社のビ

ジネスは、業種、地域、そして利益を生み出すまでの時間軸が

多種多様な事業の集合体です。この両立をどう行うかが、こ

れまでも課題であり、試行錯誤してきたと捉えています。例え

ば銅鉱山事業のように長い時間をかけて利益を上げるビジ

ネスもあれば、リテイルで日々キャッシュを生み続けなければ

ならないビジネスもあります。今後、取締役会においても、時

間軸とリスク分散の概念での議論を一段と深めていきたいと

思います。

　一方で、11兆円という大きなバランスシートで、ここまで多

種多様な事業のポートフォリオを持つ事業会社は、そうあり

ません。商社の強みは、上流から下流までのバリューチェー

ン全体に目配りができ、少し引いた視点から、どこにどういう

ビジネスをつくり上げれば、中長期で価値創出ができるかを

見ることができるところです。ここを見通してスピーディに動

いていくことが今後進むべき方向性だと捉えています。

■ 長嶋　事業ポートフォリオに関して言いますと、今や常に
我々の傍らにいるAIが、過去からの環境変化の分析や、当社

の失敗案件の要因分析等のブレインワークをスマートにやっ

てくれるわけです。ですが、そのような中でも、ポートフォリオ

の構築には執行側の意志を込めていくことが重要です。

2024年度の組織改革を通じて、意志を込めるタイミングを

逸しない機動性の高い執行体制ができました。私たち社外取

締役も執行の合意形成の妥当性はモニタリングしています。

ビジネスの中には、長い時間軸でトンネルから抜け出す事業

もあれば、毎年トンネルを通っては抜け出すのを繰り返すよ

うなビジネスもあるでしょう。こうした時間軸の視点からも

ポートフォリオをどう設計するか、何を優先させるか、その判

断には意志を込めながら、環境変化に乗じて、ポートフォリオ

をしなやかに進化させていくかが大事だと思います。

■ 大槻　「意志を込める」は、良い言葉ですね。どのような意
志を込めるのか、という点で、当社のぶれない軸となるのが、

住友の事業精神だと思います。私も新任取締役に就任して以

来、折に触れて、その価値観の大切さをご共有いただいてき

ました。

　一方、過去の経験に学ぶという点では、マダガスカルのア

ンバトビーニッケルプロジェクトは非常に大きな関心事です。

過去の経験やそこから得た学びを、より積極的に活かす形で

昇華させなければいけません。

　当社は事業戦略分類を「注力」「バリューアップ」「再構築」

「育成」の4象限で表していますが、かつてはネガティブな位

置付けであった事業も、失敗の原因を分析して振り返るだけ

でなく、失敗から得た学びをプラスへと変えていく、あるいは

他の事業に活かしていくことで、事業戦略分類をよりインタ

ラクティブに成長させていけると考えます。

■ 御立　過去からの学びを活かすという意味では、多種多様
な事業それぞれ固有の価値創造のキーポイントをしっかりつ

かまえて、次の投資に活かすことが大変重要です。例えば、ア

ンバトビーでは大変苦労し、株主の皆様にもご心配をかけて

いますが、マダガスカルという難しいエリアの現場にどっぷり

入り、資源事業のディープなオペレーションや地域リスクのマ

ネジメント経験を積んでいます。インフラや不動産を含む都市

総合開発事業においても、当社はさまざまなアセットのオペ

レーションのプロとしての知見を過去から蓄積してきていま

す。こういった経験にも学び、多種多様な事業投資の中で、ど

の事業のどういうリスクを取り、当社ならではの価値創造をす

るか。この総体がポートフォリオ管理の要諦だと思います。

監査等委員会設置会社への移行について

■̶ 長嶋　2025年の株主総会を経て、当社は監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へと移行し、私も監査役から、

取締役監査等委員に立ち位置が変わりました。リスクマネジ

メントにおいて、将来リスクも含め執行サイドが事業リスクを

どう捉え、機会創出のために、どんなリスクテイクをするの

か、しっかり見ていく点は、監査等委員会設置会社になっても

変わりません。

　当社の取締役会の役割についての議論やその実効性向上

に向けた取り組みは、過去から建設的に行われてきました。

その中で、機関設計の変更についての具体的な検討が取締

役会で始まったのは2024年7月です。スタートは勉強会でし

た。2015年にコーポレートガバナンス・コードが適用されて

約10年、グローバルに開放された資本市場の中で、未来志

向で当社のガバナンスを鑑みて、あるべき姿、やるべきこと

の優先順位等々をフラットに意見交換する視点を揃える起

点になったと思います。その後、取締役会で計7回、社外役員

会で計2回、監査役会で計6回、取締役会の今後の在り方に

ついて徹底的に議論しました。その中では、経営執行の一層

のアジャイルな戦略実行と意思決定の迅速化を目的に、取

締役会から経営会議へと委譲する決議事項の検討を行いま

した。その過程では、取締役会として実効性の高い監督がで

きるのか、執行の迅速化に合わせて既存のリスクチェック体

制がスピードの面からも問題ないかといった観点について

も議論を重ねました。このプロセスを経ることで、あるべき監

督責任を果たす取締役会の背骨となる部分を確認できたこ

とは非常に意義があったと思います。私自身、議論を通じて

監査等委員会の当事者として、ミッションに対するオーナー

シップを再認識する機会となりました。単なる機関設計変更

の手続きにとどまらないプロセスだったと思います。

■ 大槻　機関設計が変わったことで、今後は、個々のアジェン
ダについてもこれまで以上に時間が取りやすく、より深い議

論ができるようになると期待しています。その一方で、機関設

計はあくまで手段に過ぎません。新しい体制下で私たちが特

に意識すべきことは、最終的な目的に向かって、どのような形

で考え、責任を持って意思決定に関わっていくかということ

です。そこで重要になるのが、執行側とは違う次元で考えるこ

とです。さまざまな時間軸で考え、同時に、株主の皆様からの

負託を受けたエージェントとして、市場との対話の在り方に

ついては、もっと意識する必要があると思います。

■ 御立　より良い経営とその監督のためには、形だけではな
く実際の運用が重要です。取締役会で決議する法定事項も減

り、それによって生まれる時間を、事業ポートフォリオや全体

のリスクマネジメント等の議論に充て、各社外取締役がそれ

ぞれの専門的見地から忌憚なく意見することで、ガバナンス

の実効性を高めていければと思います。その意味では、土壌

が整ったという感覚があります。

　特に、社外取締役が過半を占めることはこれまでとは大き

な違いです。現場の実態を知る取締役が半数に満たない中

で、株主の皆様に納得していただけるような形で取締役会を

運営していくことへの緊張感もあります。

中長期での企業価値向上に向けた課題

■̶ 御立　中長期的な成長を図る上で大きなチャレンジだと
私が考えるのは、日本発グローバル企業としての人材マネジ

メントの在り方です。グローバル本社制のもと、成長領域で

世界各地のプロフェッショナルを現地で直接雇用し、将来

的にはそこから経営幹部も輩出するような姿が理想です。

AIができないことができるプロを取り合う今の時代に、世界

のどのエリアでも勝ち組になれる人財が集まる仕組みをど

うつくり上げるか、ここにはもう一段の努力が必要です。

■ 長嶋　人財については、執行サイドと取締役会との両面で
課題があると思います。取締役会に関しては、スキルマトリッ

クス等の視点から、執行側で揃っている要素に対して、監督と

いう視点でどういう要素が必要なのか、引き続き検討してい

く必要があると思います。

　私が当社の監査役に就任してから4年が経ちましたが、そ

の間、執行役員クラスが外部から直接登用されるケースもあ

りました。ここ数年、未来の当社にとって必要な要素は、どの

レイヤーであっても必要あれば外部から採用していく、という

姿勢を具現化してきており、今後はこうした人財の獲得をより

グローバルな視点で加速していくことは大事だと思います。

■ 大槻　人財、それから資本、多種多様な事業に及ぶ資産の
ポテンシャルといったリソースマネジメントは、リスク管理を

強化していく上でも重要です。通常のリスクは損益管理の中

でマネージしながらも、万が一のショックに対するコンティン

ジェンシープランまで見据えると、どれだけのリソースがある

かによってリスクの取り方が変わってきます。そこはリスク、リ

ターン、時間軸の3次元で捉え、平時のリスクマネジメント、

ショック時の体制、リソースをどう調達していくかについて考

える必要があり、リソースについてはより一層の拡充を意識

していく必要があると思っています。

資本市場とのエンゲージメントについて

■̶ 大槻　当社は日本企業としては、現場レベルまでROIC・

WACCの考え方を浸透させ、資本コストを意識した経営が

しっかりできている会社です。東証の改革より以前から、そう

した経営を推進していたからこそ、ROIC・WACCの考え方

がこれだけ浸透しているのだろうと思います。既存事業、

M&Aを含む新規事業等、全てについて個別にWACCを計算

しており、ROICがそれを上回る形で、有機的に各事業が結

合していれば、PBRが1倍を超える姿は当然のように見えて

きます。

　なかなか市場にそうご理解いただけていないのには、PER

の向上につながる成長ストーリーの点で、将来の見通しを示

せていない点と、資本コストに関して、市場と目線が折り合っ

ていない点があると思います。WACC算出時のリスクの部分

について、資本市場には、過去の経緯から当社の「見えないリ

スク」に対する不安要素が残っているのでしょう。成長ストー

リーと資本コストの両面から、当社自身が将来に向けてどの

ように改善していこうとしているのか、その伝え方も含めて見

ていきたいと思います。

■ 長嶋　アンバトビー一つをとっても、この1年でも大きく状

況が変化しています。何がどう変わったのか、その変化や進

捗の説明責任を果たしていくことと、8つの成長分野につい

て、成長過程やスピードが異なるからこそ、KPI等を使って進

捗や競争優位性を伝えていくことが大事だと思います。一方

で、当社は、AIを武器として使っているという点でかなり先行

していると思います。この領域でどうビジネスとして形にし、

価値を上げていくのか、ターゲットをよりクリアにして、どう

勝負していくのかを示さなければなりません。

■ 大槻　この1年を振り返ると、次世代の成長に向けた大きな

柱の一つとして、デジタルを強化していくことを掲げる中で、子

会社のSCSKがネットワンシステムズをグループ化したこと

は、「歴史が動いたモーメント」の一つになる出来事だったと評

価しています。今後は、当社取締役会でも、それがグループとし

ての収益を高めていく道筋を見ていく必要があると思います。

■ 御立　昨年も申し上げましたが、当社には、資本コストを意
識した形で事業の改善を図るという物差しがしっかりと入っ

ており、そうした事業管理を通じて、業績も株価も向上しつつ

あります。しかし、PBRはまだ安定して1倍を超えていませ

ん。資本市場と対話を深め、「住友商事は成長していくのだ」

という将来の成長への期待感につなげていくことが必要で

す。資本市場からご理解を得るには、何よりもトラックレコー

ドが必要ですから、お約束通り、あるいは市場の想定以上に、

成長できていることを示していくしかありません。

　株価全体の動きも悪くなく、トレンドは上向き基調にあり

ます。グローバルな投資家からもご評価をいただいています。

不確実性の高まるグローバル経済の中で、着実に成長のた

めの仕込みを進め、しっかりとポートフォリオマネジメントを

して結果を出していく。それに尽きると思います。事業範囲が

広いだけにIRも相当な努力が必要だと思いますが、8つの成

長分野の中身とポートフォリオの方向性、そして競争優位性

をしっかりとお伝えしていくことが、当社に期待を持っていた

だく機会になると思います。
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53.3％
（15名中8名）

取締役会における女性取締役

住友商事のコーポレートガバナンス体制（監査等委員会設置会社）

20.0％
（15名中3名）

社内 社外

選任・解任
監査・監督

（連携）

報告答申

報告

業務執行体制
● 全社経営戦略推進サポート委員会
● グローパルイノベーション＆ポートフォリオ委員会
● 全社投融資委員会
● 内部統制委員会
● コンプライアンス委員会
● サステナビリティ推進委員会
● コーポレート・コミュニケーション委員会
● IT戦略委員会
● 年金運営委員会

株主総会

選任・解任／報酬（枠）決定意見陳述権選任・解任／報酬（枠）決定

付議

選任・解任・監督 監査報告

補佐

（連携）

会計監査

報告

営業グループ
国内・海外店舗
事業会社

コーポレートグループ

監査等
委員会
業務部

監査等委員会指名・報酬諮問委員会 取締役会
議長：会長（非業務執行）

社長会長

委員長

社長

経営会議

内部監査

報告
（連携）

会計監査人

（内部統制・内部監査グループ）
内部監査部

当社は「住友の事業精神」と「住友商事グループの経営理念・行動指針」が企業倫理のバック

ボーンであり、コーポレートガバナンスを支える基盤であると考えています。当社は、この考

えのもと、コーポレートガバナンスの要諦は「経営の効率性の向上」と「経営の健全性の維

持」及びこれらを達成するための「経営の透明性の確保」にあるとの認識に立ち、「住友商事

コーポレートガバナンス原則」を策定しました。当社は、同原則に則り、より良いガバナンス

体制の構築と事業活動の遂行に努めることが、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の

向上、ならびに社会における企業としての使命を果たすことに資するものであり、株主を含

めた全てのステークホルダーの利益にかなうものと認識し、コーポレートガバナンスのより

一層の充実に向けて不断の改善に努めています。

基本原則

当社は、2024年4月よりスタートした「中期経営計画2026」において掲げた成長戦略の実

行を加速させるために、適時的確に経営執行を行い、重要事項に関わる意思決定と執行の

監督機能を担う取締役会の実効性を強化していくことを目的として、監査等委員会設置会

社に移行しました。

監査等委員会設置会社への移行の狙い

現在、当社では、取締役15名の過半数となる8名の経験や専門性が異なる独立した社外取締役を選任

し、より多様な視点から、取締役会の適切な意思決定と、経営に対する監督機能の一層の強化を図ってい

ます。また、取締役会の諮問機関として、過半数が社外取締役で構成され、社外取締役が委員長を務める

指名・報酬諮問委員会を引き続き設置し、経営陣幹部の指名・報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観

性・透明性を高めています。監査等委員会については、外部の視点からの監視体制強化のため、監査等委

員である取締役5名のうち3名が独立した社外取締役で、1名が企業経営経験者、1名が法律家、1名が会

計の専門家と、多角的な視点からの監査体制となっています。さらに、監査等委員である取締役は、全ての

重要な社内会議に出席でき、監査に欠くことのできない十分な情報を入手できるようになっています。こ

れらにより、実効性が高く、充実したコーポレートガバナンス体制を構築できているものと考えています。

監査等委員会設置会社移行後の体制

■ 取締役会と経営執行の役割をより明確に区分し、適時的確な経営執行を実現
● 監督と執行をより明確に区分し、取締役会から経営執行への権限委譲を進める。
● 上記により、経営執行において一層のアジャイルな戦略実行と迅速な意思決定を図る。

■ 取締役会の経営執行に対する監督と適切な意思決定機能の一層の強化
● 取締役会の過半数を社外取締役とし、大局的かつ多様性に富んだ視点から経営
　執行に対する監督、及び、全社経営に影響を及ぼす重要な意思決定を行う。

■ 実効性ある監査体制の強化
● 監査等委員会が内部監査部門等と連携し、実効性のさらなる向上に努める。

Point

住友商事コーポレートガバナンス原則 ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/pdf/CorporateGovernance/principle.pdf
グループガバナンス ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/ja/themes/38
コンプライアンス ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/ja/themes/39
内部統制 ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/ja/themes/42

取締役会における社外取締役

コーポレートガバナンス
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コーポレートガバナンス

取締役会  議長メッセージ

企業価値向上に向けた取締役会の進化

日頃、当社の事業活動へのご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

　2025年6月の定時株主総会における決議をもって実施しましたコーポレートガバナンス体制の

見直しに関し、取締役会議長として、その背景と意義について述べさせていただきます。

　より良いガバナンス体制の構築に努めることが、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上、ならびに社会における企業としての使命を果たすことにつながります。そのために当社の取

締役会はどのような役割を担いそれをどのように果たすべきか、という本質的なテーマを常に問

い続け、社外取締役の増員やアジェンダ・セッティング等取締役会の実効性向上を目指した取り

組みを進めてまいりました。

　経営執行においては、昨年4月、自律的かつ機動的な意思決定と業務執行を一層推し進めるべ

く、戦略を軸とした営業グループ制に基づく体制へと移行しています。この機構改正も踏まえ、取

締役会の在り方について議論を重ねる中で、監督と執行とをより明確に区分し、取締役会から経

営執行への権限委譲を進める一方、取締役会においては、大局的かつ多様性に富んだ視点

から経営執行に対する実効性の高い監督を行うとともに、全社経営に影響を及ぼす重要な

意思決定を行うことで、その実効性を強化することが企業価値のさらなる向上につながると

考えました。

　この考えに基づき、機関設計を監査等委員会設置会社へ移行し、経営執行に対する個別事案

の意思決定の委任範囲を拡大するとともに、取締役会の構成を社外取締役過半数としました。

　こうした機関設計や取締役会の構成といった「形」の進化に加えて、より重要なのはその

「中身」です。取締役会が実効性の高い監督機能を発揮するためには、適時適切な情報提供、

中長期的かつ大局的な観点からの議題設定や論点整理が欠かせません。また、大前提とし

て、経営執行が強いマネジメントチームであることが求められます。取締役会と経営執行が

両輪となり、互いの役割を正しく理解し、実力の向上に努めることによって、当社の経営をさ

らに高い次元へと引き上げていきます。

　コーポレートガバナンスはその時々の事業環境や経営状況等に応じ、より良い体制を追求

し続けるべきテーマです。企業価値の向上という目的を常に銘記し、これからも真の実効性

を備えたガバナンス体制の構築に向けて取り組んでまいります。

当社におけるコーポレートガバナンス強化の変遷

取締役会長 兵頭 誠之

1998年

「住友商事グループの経営
理念・行動指針」の策定

1998年

「住友商事グループの経営
理念・行動指針」の策定

2015年

指名・報酬諮問委員会を設置
取締役会のモニタリング機能の強化
経営会議を執行レベルの最高意思決定機関に

2015年

指名・報酬諮問委員会を設置
取締役会のモニタリング機能の強化
経営会議を執行レベルの最高意思決定機関に

2003年

「住友商事コーポレートガバナンス原則」の策定

執行役員制度の採用

会長・社長の在任期間を設定

社外監査役過半数体制に

2003年

「住友商事コーポレートガバナンス原則」の策定

執行役員制度の採用

会長・社長の在任期間を設定

社外監査役過半数体制に

1993年

社外監査役の導入

1993年

社外監査役の導入

2005年

取締役の任期を
1年に短縮

2005年

取締役の任期を
1年に短縮

2007年

報酬委員会を設置

2007年

報酬委員会を設置

2013年

社外取締役の導入

社外役員の在任期間を設定

2013年

社外取締役の導入

社外役員の在任期間を設定

2019年

社長執行役員CEOの選任・解任に
関する方針・手続きを決定

取締役会長の選定・解職に関する
方針・手続きを決定

2019年

社長執行役員CEOの選任・解任に
関する方針・手続きを決定

取締役会長の選定・解職に関する
方針・手続きを決定

2018年

社外取締役5名体制に

2018年

社外取締役5名体制に

2016年

取締役会の実効性評価を開始

コーポレートガバナンス・コードの
全原則を実施

2016年

取締役会の実効性評価を開始

コーポレートガバナンス・コードの
全原則を実施

2017年

社内取締役を10名から6名に減員

2017年

社内取締役を10名から6名に減員

2020年

取締役会における「アジェンダ・
セッティング」の開始

2020年

取締役会における「アジェンダ・
セッティング」の開始

2025年

監査等委員会設置会社へ移行

社外取締役過半数体制に

2025年

監査等委員会設置会社へ移行

社外取締役過半数体制に
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アジェンダ・セッティングに基づく審議の充実に向けた取り組み

コーポレートガバナンス

取締役会の実効性の維持・向上のため、毎年、取締役及び監査役による評価及び複数回の

討議の方法により、取締役会の実効性についての分析、評価を行い、その結果の概要を開示

しています。2024年度の実効性評価及びその結果の概要は以下の通りです。

● 機関設計変更後の新体制の運営安定化
● 全社経営テーマに関する議論の充実に資するアジェンダ設定
● 取締役会の人数規模、求めるバックグラウンドについての検討
● 指名・報酬諮問委員会と取締役会の連携の強化
● 監査等委員会へ移行後の監査の在り方の検討・実行

■ 評価結果の概要

アンケート回答及び議論のいずれにおいても、実効性に大きな問題があるとの意見はなく、
当社取締役会は引き続き実効的に機能していると評価

2025年度の重点取り組み課題を抽出

● 当社取締役会を、当社グループの中長期的な企業価値向上に資する「より実効性の高い」対話・議論の場へと高度化
することを見直しの目的に置き、今後の在り方を議論

● 持続的な成長と企業価値の向上を目的に、アジャイルな意思決定と“自律”的な経営の実践を企図した2024年4月の
経営執行の機構改正に呼応する形で、取締役会と経営会議との役割を一層明確に分け、取締役会を経営執行に対し
実効性の高い監督機能を発揮できる体制・運用へと見直す方向性を確認

● 監督機能強化の具体策として、社外取締役の過半数化、及び全社的な重要経営テーマへのモニタリング・議論の拡充
を進める方針を確認
上記3点を踏まえ、投資案件等の個別事案について経営会議への委任範囲を拡大すること及びそのために必要となる
機関設計の変更（監査等委員会設置会社）を決定

■ 昨年度に挙げられた課題に対する2024年度の取り組み実績

当社取締役会の役割、体制、アジェンダ設定、機関設計変更等を含む包括的な見直し方針を決定

2023年度の実効性評価で挙げられた3つの課題を踏まえ、
“取締役会の在り方見直し”というテーマ設定のもと、取締役会オフサイトにて集中的に議論

取締役会の構成 取締役会のアジェンダ設定取締役会が発揮すべき機能と役割

審議時間・割合推移

2024年度取締役会 主なテーマと議題
テーマ 議題の例示

● 株主総会　● 決算・財務　● 危機対応・コンプライアンス
● 社長執行役員による月次の業務報告　● 重要な委員会の活動報告

● 個別投融資案件（ミャンマー通信事業、国内洋上風力事業等）

● 従業員エンゲージメント　● 経営人財育成　● サクセッションプラン　
● 従業員デモグラフィー　● 女性活躍推進

● 経営状況全般のレビュー　● 事業ポートフォリオ変革

● 配当方針　● 自己株式取得

中期経営計画の
進捗モニタリング

● 全社DX推進　● コーポレートIT強化

● アンバトビーニッケルプロジェクト　● SCSKによるネットワンシステムズグループ化

DX・IT

個別事業モニタリング

● 取締役会実効性評価　● 内部統制・内部監査　● ガバナンス体制の見直し
● 役員の指名・報酬　● グループ経営高度化の取り組み　● 取締役会付議基準改定ガバナンス強化

● 各SBUのサステナビリティ推進状況　● 全社人権デューデリジェンス実施状況
● TCFDに基づく情報開示　● 気候変動対応　● 自然資本に関する取り組みサステナビリティ

人財戦略、DE&I

株主還元策

個別事項

審議時間に占める

アジェンダ・セッティングで設定した

7つのテーマの割合が増加32.2時間
総審議時間

24.4%

35.0%

2023年度

1

3

2

34.5時間
総審議時間

31.7%

2024年度
16.3%3

2

その他 全社事項2

3

取締役会では、向こう1年間に重点的に議論すべき重要経営テーマについて丁寧に議論して設定する

「アジェンダ・セッティング」を行っています。2024年度のアジェンダ・セッティングにおいては、2023年

度の実効性評価において挙げられた「個別事業戦略から全社戦略へ重点をシフトすべき」及び「中期経

営計画2026において特に取り組む課題（全社の成長戦略、事業ポートフォリオの入れ替え、人材育成

等）に焦点を絞って議論すべき」等の意見を踏まえ、下表の７項目のテーマを設定し、審議の充実を図り

ました。特に、「ガバナンス強化（取締役会の在り方見直し）」についてオフサイト・ミーティング*を含めて

計7回（約6時間）にわたり議論した他、「事業ポートフォリオ」「人財戦略」「株主還元策」について重点的

に議論しました。下記円グラフの通り、全体の審議時間に占めるアジェンダ・セッティングに基づく議題

の割合は前年度から増加し、全社的な重要経営課題に対するモニタリング・議論が強化されています。

取締役会の実効性評価

*取締役会とは別に開催する、取締役会メンバー全員が参加し、自由闇達な議論を行う場

取締役会

等12の評価項目

記名式によるアンケートを実施（対象者：全取締役11名、全監査役5名）

取締役会の機能と役割 取締役会の構成 議題・アジェンダ 議論の内容・質

■ 評価の手法

アンケート結果を踏まえ、取締役・監査役で複数回議論し、結果の評価・分析を行うとともに、
課題の特定と改善に向けた取り組みについて議論

52.0%140.7%1

P42 ▶ 詳しくは「サステナビリティ経営」へ
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コーポレートガバナンス

社外取締役の支援体制
新任社外取締役を対象に、当社グループの経営理念、中期
経営計画等についての説明に加え、「住友の事業精神」の
理解促進を目的とした住友関連施設への訪問機会を設け
ています。また、当社ビジネスへの理解深化を目的として、
毎年事業現場視察の機会を提供しています（2024年度：国
内1回、海外1回）。

取締役会の議論効率化を目的として、社外取締役に対して各案件の概要と重要なポイント
につき事前説明を実施しています（2024年度：当時の取締役に対して14回、計約33時間。
監査役に対しても取締役会の前に実施される監査役会において各案件の説明を実施）。
2025年度以降も監査等委員を含む全社外取締役に対して、取締役会の各案件の事前説明
を実施します。

■ 取締役会の事前説明

（1） 重要な会議への出席
（2） 経営・業務執行責任者との意見交換
（3） 往査・視察
（4） 内部監査組織との連携
（5） 会計監査人との連携
（6） 子会社等監査役との連携 

・監査等委員会の活動

取締役会において社外取締役の積極的な議論参加を促すため、社外取締役で構成する社
外役員会を毎月開催し、活発な討議が行われています。2024年度は、社外取締役及び社外
監査役を含む社外役員会でガバナンスや取締役会の在り方を中心に討議を行った他、会
長・副会長・社長や会計監査人との意見交換等を行いました。

■ 社外役員会における討議

■ 監査計画及び活動状況

カナダ建設機械関連事業の視察

取締役会の諮問機関

構成メンバー 開催回数・出席率 主な検討事項

社外取締役

社内取締役

高原 豪久

上野 真吾 8回／8回（100％）

8回／8回（100％）

7回／7回（100％）*1

8回／8回（100％）

8回／8回（100％）

兵頭 誠之

井手 明子

（委員長）
御立 尚資

● 2025年度取締役・執行役員人事
　（経営会議メンバーの選任と後継者計画を踏ま
えた人材配置）

● 各執行役員の2024年３月期個人評価
● 機関設計変更（監査等委員会設置会社移行）後
の役員報酬体系

● 役員株式報酬制度
　（非財務指標・ピアグループ設定）

■ 指名・報酬諮問委員会の活動概況

*1 2024年6月の委員就任後に開催された全7回の委員会に出席

*2「公平無私・自律」「統率力・発信力」「先見性・戦略構築力」「実行力・変革力」「胆力・精神力」

■ 社長のサクセッションプラン
当社では、社長の選任基準を、住友の事業精神を体現するとともに、必要な資質・能力*2を
備えることと定義し、こうした人財群を計画的に育成するため、異動・配置（グローバルかつ
多様な事業運営・会社経営の経験等）や研修を含むさまざまな機会を提供しています。 
　社外取締役を委員長とする指名・報酬諮問委員会で選任基準や後継者計画を議論し、取
締役会で決定していくことで、客観性・透明性あるプロセスを担保しています。

監査等委員会
当社は2025年6月20日の株主総会での承認により監査等委員会設置会社に移行しまし
た。監査等委員会は、取締役会と協働して会社の監督機能を担うとともに、株主の負託を受
けて取締役の職務の執行を監督する独立の法定機関です。監査等委員会は、さまざまなス
テークホルダーの利益に配慮しつつ、その職務を適正に執行することにより、当社及び当社
グループのコーポレートガバナンス体制を一層充実させ、健全で持続的な成長と中長期的
な企業価値創出の実現に貢献し、社会的信頼に応えるよう努めてまいります。

当社グループは、世界各地において紛争が起こり貿易摩擦が生じる等不透明な国際情勢下
において、さまざまなリスクをマネージしつつ、サステナビリティ経営を通じ、「中期経営計画
2026」達成に向けて邁進しています。監査等委員会としては、その過程において、事業活動
の健全性を維持し向上させることに重点を置き、以下の事項の監査に取り組みます。

監査等委員会委員長からのメッセージ

監査等委員会委員長

御子神 大介

（1） 会社法その他の法令、当社定款及び社
　　内規則並びに「住友商事グループの経
　　営理念・行動指針」の遵守状況。 
（2） 法令等遵守体制、リスク管理体制等の
　　住友商事グループとしての内部統制シ
　　ステムの構築・運用状況。
（3） 金融商品取引法に基づく財務報告に係
　　る内部統制の構築・運用状況。
（4） 会計監査人の独立性、専門性、監査品質
　　管理体制の監視・検証を通じた財務報
　　告の適正性。

・監査の重点

監査等委員会が監査役の場合と異なる点
は、委員会が組織として動くことと考えて
います。当社では、5名の監査等委員全員が
同一レベルの情報を共有し、それぞれの知
見やキャリアを尊重した忌憚ない議論を
通して、監査等委員会一丸となってその職
務を遂行してまいります。加えて、会計監査
人、内部監査部、内部統制関連部署との連
携をさらに推進し、監査等委員会の職務の
実効性、効率性の向上
に努め、当社及び当社
グループの健全な持
続的成長と社会的信
頼の向上に貢献してま
いります。
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各取締役のスキルは、その経歴、知識、能力、保有資格、具体的な成果等を総合的に考慮し、各取締役と協議の上、決定しています。

コーポレートガバナンス

企業経営

投資・M&A

IT・DX・テクノロジー

サステナビリティ

財務・会計

法務・リスクマネジメント

人事・人材開発

指名・報酬諮問委員会委員

取締役会出席状況
（2024年度）

監査役会出席状況
（2024年度）

在任期間

所有する当社株式数
（2025年3月末現在） 183,600株 85,600株 89,600株 68,000株 54,500株 0株 0株 0株 0株 0株 38,800株 14,200株 0株 0株 0株

16／16回
（100%）

13／13回
（100%）*1

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

13／13回
（100%）*1

13／13回
（100%）*1

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

16／16回
（100%）

13／13回
（100%）*1

13／13回
（100%）*1

17／17回
（100%）

17／17回
（100%）

17／17回
（100%）

12／12回
（100%）*1

12／12回
（100%）*1

7年*2 1年*3 2年 6年 3年 5年 3年 2年 1年 1年 2年*4 3年*4 4年*4 1年*4 1年*4

取締役会長 取締役
副会長

代表取締役
社長執行役員

代表取締役
副社長執行役員

代表取締役
副社長執行役員

社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 取締役
（常勤監査等委員）

取締役
（常勤監査等委員）

社外取締役
（監査等委員）

社外取締役
（監査等委員）

社外取締役
（監査等委員）

兵頭 誠之 南部 智一 上野 真吾 清島 隆之 諸岡 礼二 井手 明子 御立 尚資 高原 豪久 朝倉 陽保 大槻 奈那 御子神 大介 坂田 一成 長嶋 由紀子 稲田 伸夫 國井 泰成

取締役（監査等委員である取締役を除く） 監査等委員である取締役

取締役会は、十分な議論と迅速かつ合理的な意思決定を行うにあたり適切な人数で構成すると

ともに、経験、知識、専門性、性別等の多様性を確保しています。また、取締役15名のうち、経験

や専門性が異なる独立した社外取締役を8名選任し、より多様な視点から、取締役会の適切な

意思決定を図るとともに、監督機能の一層の強化を図っています。取締役会を招集し、その議長

となる取締役会長は、経営の監督を行い、日常業務に関与せず、代表権を有しません。なお相互

牽制の観点から、原則として取締役会長及び社長執行役員を置くこととし、これらの役位の兼

務は行わないこととしています。取締役会が備えるべき知識・経験・能力等（以下、「スキル」 ）及

び各取締役が有するスキルは、以下の通りです。

各取締役が有するスキル

は委員、　は委員長を示します

取締役会の構成

役員一覧 ▶ https://www.sumitomocorp.com/ja/jp/about/company/officer

*1 2024年6月21日就任以降の状況。　*2 上記の他、2016年6月から2017年6月までの1年間、当社取締役に在任していました。

*3 上記の他、2019年6月から2023年6月までの4年間、当社取締役に在任していました。　*4 記載年数は、監査役としての在任期間を含みます。　
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コーポレートガバナンス

当社の取締役は、その資格において、社内・社外の区別を問わず、誠実な人格、高い識見と能力を備え

るべきこととしています。また、当社は、中期経営計画2026において、「No.1事業群」をテーマに掲げ、

強みを核とした個別事業の強化、成長の原動力である人と組織の強化を通じた事業ポートフォリオ

変革を進めてまいります。これらの取り組みにより当社グループの競争優位を磨き、社会課題解決を

通じた成長の実現に取り組んでまいります。この経営計画の実現に向けて取締役会がその役割であ

る重要な経営事項の決定と業務執行の監督の機能を十分に発揮するため、取締役会として備えるべ

きスキルを以下の通り特定しています。「ガバナンス」と「グローバル視点」は、全ての取締役が備える

べきスキルであり、その他の7つは取締役会全体で備えるべきスキルと考えています。なお、監査等委

員である取締役については、取締役の職務執行を監査するため、これら7つのスキルのうち「企業経

営」、「財務・会計」及び「法務・リスクマネジメント」を特に重要視しています。当社取締役会に求めら

れるスキルは、経営戦略や外部環境の変化に応じて変わり得ますので、今後も必要なスキルについ

て取締役会で議論し、必要に応じて変更し、その内容を開示します。

全ての取締役が備えるべきスキル、及びその理由

取締役会全体で備えるべきスキル、及びその理由

株主の負託に応え、同時に全てのステークホルダーの利益にかなう経営を実現するため、全
ての取締役がガバナンスに関して高度な知見を十分に備えていることが必要と考えていま
す。当社が考えるガバナンスの要諦は、「住友商事コーポレートガバナンス原則」において、
「経営の効率性の向上」と「経営の健全性の維持」、及び「経営の透明性の確保」であると定
めています。

ガバナンス

当社が世界各国で取引・事業投資を行っている観点から、全ての取締役がグローバルな視
点での高い識見を有することが必要と考えています。異文化や異なる産業構造、最新の地政
学等を踏まえ、不確実性の高い状況においても注意深さと機動性を兼ね備えた最適な経営
戦略を立案、実行し、また当該経営執行を適切に監督できる能力が本スキルに該当すると
考えています。

グローバル視点

当社は、さまざまな事業活動を行い、安定的で持続的な企業価値向上を目指しています。取締
役会は当社の重要な経営事項の決定と業務執行の監督を行う機関であり、常に変化する事業
環境において、ステークホルダーの期待に応えながら当社の経営理念にかなう価値創造を実
現するため、最適な経営戦略を立案、実行する経営マネジメントスキルを重要視しています。

企業経営

当社は、持続的な企業価値の向上を図るため、成長投資と強固な財務基盤の健全なバラン
スを保ちながら、中長期的な利益成長と株主還元の増加を目指して取り組んでいます。その
実現に向けて適切な意思決定を行うため、また、ステークホルダーに対して当社の取り組み
を正しく伝えるために、正確な財務報告を適時に行う必要があります。これらの実行と監督
のため、財務・会計に関する専門的なスキルを重要視しています。

財務・会計

当社はさまざまな事業分野で事業投資を展開しています。当社の戦略に合致する投資案件
を選定・遂行し、企業価値最大化を図るため、またその進捗を監督していくため、投資・M&A
のスキルを重要視しています。投資テーマの明確化や戦略への適合性判断、投資対象の適
正な価値評価、投資実行後のモニタリングや最適な資産入替時期の見極め等のスキルがこ
れに該当し、業務執行者（執行役員等）からは一歩離れた立場から投資案件を俯瞰し意見を
述べることが取締役会に期待されると考えています。

投資・M&A

当社が持続的かつ健全に成長するには業績安定・体質強化・信用維持の3点が重要と考え
ており、この目的のため、商取引や事業投資等の事業機会に伴うリスクを評価、分析し、全社
のリスク量を体力（株主資本）の範囲内に収め、リスクに対するリターンを最大化する等、適
切なリスクマネジメントを行います。そのために必要な取引・投融資の審査、モニタリング
や、コンプライアンス・法務リスク管理を含む各種のリスクマネジメントのスキルを重要視し
ています。

法務・
リスク

マネジメント

テクノロジーの加速度的発展により社会・産業構造が大きく変化していく中、当社はこの変
化に機敏に対応し、変化を先取りした事業の変革、新たなビジネスの創出を行い価値創造
へつなげていきます。また、事業遂行においてAI等の新しいデジタルテクノロジーを当社の
価値観のもとで有効に活用し、当社自身の事業基盤の改革を実現します。これらの意思決定
及びその監督を行うため、IT・DX・テクノロジーのスキルを重要視しています。

IT・DX・
テクノロジー

当社では、優先的に取り組むべき重要な課題としてのマテリアリティを特定し、これを経営
の根幹に据え、当社の事業が社会に貢献しているかを常に意識しています。社会課題をめぐ
る長期的な事業環境変化を見通し戦略的に経営資源を配分し、持続可能な社会と当社の
持続的成長を実現するサステナビリティ経営を進めており、その実行と監督のため、サステ
ナビリティに関する国際潮流や課題把握等の知見・スキルを重要視しています。

サステナビリティ

当社は人財を最も重要な経営資本と位置付け、一人ひとりに自律的な成長と自己実現の場
を提供し、人材マネジメントサイクルの高度化に取り組むことで、多様な人財と組織のパ
フォーマンスを最大化し経営戦略を推進するとともに、新たな価値創造につなげています。
とりわけDE&Iを「価値創造、イノベーション、競争力の源泉」と位置付け重要視しています。
取締役会においてこれらの重要な決定やその監督を行う観点から、人事・人材開発のスキ
ルを重要視しています。

人事・
人材開発

各取締役が有するスキル

■ 当社取締役会が備えるべき知識・経験・能力等（スキル）
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コーポレートガバナンス

役員報酬

役員報酬の体系

■ 役員報酬は株主総会で承認された限度額の範囲で、指名・報酬諮問委員会にて検討し、取締

役会に答申の上決議しています。
■ 業務執行取締役及び執行役員の報酬は、①例月報酬、②業績連動賞与、③譲渡制限付業績連

動型株式報酬により構成されています。取締役会長の報酬は、「住友商事コーポレートガバナ

ンス原則」に基づき、経営の監督ならびに財界活動及び対外活動を主たる役割としているこ

とから、例月報酬に加え、株主価値の向上に資する譲渡制限付業績連動型株式報酬により構

成され、取締役 副会長の報酬も同様です。監査等委員でない社外取締役の報酬は、高い客観

性・独立性をもって経営を監督する立場にあることから、例月報酬のみで構成されます。
■ 監査等委員である取締役の報酬も、高い客観性・独立性をもって経営を監査する立場にある

ことから、例月報酬のみで構成され、毎月定額を支給します。なお具体的な報酬については、

株主総会において決議された限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決

定しています。

業績連動賞与

譲渡制限付業績連動型株式報酬

各年度の通期予想（当期連結純利益）またはROE12％時の当期連結純利益のいずれか高い金

額を目標業績とし、その達成割合に応じて総支給額を決定します。業績レンジは、毎年度定める

目標業績から±50％の範囲とし、総支給額の水準を目標業績達成時に100％、業績レンジに応

じて25％～175％となるよう設定します。

*1 業績達成率、株式成長率及び非財務指標評価がいずれも100％の場合に算出したイメージであり、これらの比率の変動に応じて各報
酬の構成比率は変動します。

 株式成長率：3カ年の株価の変動を反映。算定式＝｛（評価期間終了月平均当社株価）÷（評価期間開始月平均当社株価）｝÷｛（評価期
間終了月平均TOPIX）÷（評価期間開始月平均TOPIX）｝

*2 監査等委員である取締役の報酬は、これとは別に年間限度額2.5億円として、株主総会決議をいただいています。
注）株式交付日から取締役又は執行役員、その他取締役会で定める
地位のいずれも退任又は退職までの期間は譲渡制限期間とする。

社外取締役
（監査等委員を除く）

支給対象

●

●

●

●

－

●

●

－

－

●

－

－

取締役会長╱
取締役 副会長

業務執行
取締役

取締役
（監査等委員）

代表取締役
社長執行役員
CEOの報酬
イメージ*1

報酬等の種類・目的

固定

変動

変動
（株式）

業績連動賞与
目的：経営戦略、業績と
報酬の関連性強化

目的：当社グループの中長期
的な企業価値・株主価値の
向上を重視した経営の推進

例月報酬

譲渡制限付
業績連動型株式報酬

年間
限度額
（総額）

7億円*2

7億5千万円

26億円

27%

33%

40%

■ 総支給額

個人評価は、経営戦略と成果へのコミットメントをより強

く意識できるよう財務指標と非財務指標による評価の比

率を50:50としています。財務指標では、担当事業領域に

おける事業計画等の達成状況を考慮します。非財務指標

では、SBUごとの目標達成度及び全社重要課題への取り

組み状況等を加味します。全社重要課題である「DXによ

るビジネス変革」、「サステナビリティ経営の高度化」及び「DE&Iの推進」については、その割合は全体

の20%となります。上記3項目の割合は各役員の主管・責任領域により、個々人で異なります。

■ 個人支給額

当社グループの中長期的な企業価値向上と

株主の皆様との価値共有を重視した経営を

一層推進するため、毎年、3年間の評価期間に

おける当社株式成長率に応じて交付株式数

を算定します。加えて、環境・社会に関する非

財務指標との連動性を高め、重要社会課題の

解決に向けた取り組みをより一層促進すべ

く、非財務指標の評価結果を反映し、算定さ

れた数の当社普通株式を譲渡制限付株式と

して交付します。

注）当該レンジに収まらない場合には、指名・報酬諮問委員会の答申を踏まえ、別途取締役会にて決定。

2025年
プラン

株式
交付

2026年
プラン

株式
交付

当社株式成長率及び非財務指標の評価期間（イメージ）

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

2027年
プラン

株式
交付評価期間

評価期間

評価期間

個人評価における財務・非財務指標の内訳

■ DXによるビジネス
変革

■ サステナビリティ
経営の高度化

■ DE&Iの推進

20%

30%

財務
指標

非財務
指標

50％ 50％
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コーポレートガバナンス

当社は、純投資以外の目的で上場株式を取得・保有しないことを原則とします。

　ただし、協業や事業上の必要性等を踏まえ、個別銘柄ごとに資本コストを考慮した経済合

理性や保有意義等を総合的に評価・検証し、適当と判断した場合には例外的に保有すること

があります。また、これら上場株式の保有の適否は、毎年、取締役会において検証します。

　その結果、保有意義が認められない株式については、売却を進めていきます。

　なお、2024年度は11銘柄（一部売却を含む）、817億円の上場株式を売却し、2025年3月

末時点での保有残高は43銘柄・1,580億円となっています。

　議決権行使にあたっては、社内ガイドラインに基づき、投資先企業及び当社の中長期的な

企業価値・株主価値の向上につながるかどうかという観点に立ち、定量・定性の両面からさま

ざまな検討を十分に行った上で、総合的に判断し、各議案について適切に議決権を行使する

こととしています。なお、当社の株式を純投資目的以外の目的で保有している会社から当該株

式の売却等の意向が示された場合には、原則としてこれを尊重し、取引関係にも影響を及ぼ

しません。

交付株式数の算定にあたり、「気候変動問題対応」「女性活躍推進」「従業員エンゲージメント」

を指標に定め、各年度の取り組みの進捗・成果に対する評価を実施、3年間の評価を平均し、指

名・報酬諮問委員会にて最終評価を決定します。

株
式
交
付
割
合（
％
）

当社株式成長率（％）

180

160

140
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100
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40

20

50 100 150

非財務指標評価：120%時

非財務指標評価：100%時

非財務指標評価：80%時

非財務指標評価による
株式交付割合

（80%～120%）

株式成長率による
株式交付割合
（0%～150%）

役位別基準
交付株式数交付株式数

株式成長率及び非財務指標評価による株式交付割合 政策保有株式

グループ会社の上場には、資金調達力の向上を含む堅固な財務基盤の確立に加え、企業経

営の透明性及び内部統制システムを含むガバナンス体制の構築・運用による信用力の向

上、企業としての知名度及び人材採用におけるブランド力の向上、取引先に対する信用力

や、提供するサービスや事業への信頼度の向上、上場会社であることによる役職員のモチ

ベーション向上といった利点があります。

　当社は各上場グループ会社の保有の是非について、会社の経営の独立性確保の必要性

を踏まえつつ、多様な事業を営む総合商社として、当社グループの戦略における各上場グ

ループ会社の位置付けや、事業の状況及び取り巻く事業環境等を経営会議等において検

証、検討の上判断しています。

　当社が上場グループ会社を保有する意義については、各上場グループ会社への資本参画を

通じた役員派遣等で、より実効性のある対話や連携が可能となり、互いの企業価値を高め、シ

ナジーを生み出し、ひいては当社グループの企業価値の最大化につながると考えています。

各上場グループ会社の事業戦略における保有意義は、コーポレートガバナンス報告書に記

載しております。今後も、各上場グループ会社を取り巻く事業環境の変化や、当社との協業、

連携の在り方を踏まえ、その保有意義、及び上場の意義を検討してまいります。

上場グループ会社保有についての考え方

項目 評価基準 評価比率

女性活躍推進 2030年度の女性比率目標達成に向けて、
毎年設定する定量目標に対する結果

従業員
エンゲージメント

エンゲージメントサーベイにおける「社員エンゲージメント」
及び「社員を活かす環境」の定量結果
（前年比改善かつグローバル平均達成）

1:1:1の割合で
評価に反映

当社グループのCO2排出量削減（毎年度の目標値の達成有無）
及び社会の持続可能なエネルギーサイクルの基盤となる事業
の構築に関わる取り組み進捗・成果（SBUごとの目標達成等
をベースに全社で総合的に評価）

気候変動
問題対応

■ 株式交付割合の算定における非財務指標

コーポレートガバナンス報告書 ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/pdf/37/CGR_HP.pdf
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リスクマネジメント
リスクマネジメント ▶ https://sumitomocorp.disclosure.site/ja/themes/40

当社は、「リスク」を「あらかじめ予測し、もしくは予測していない

事態の発生により損失を被る可能性」及び「事業活動から得られ

るリターンが予想から外れる可能性」と定義し、以下3点をリスク

マネジメントの目的としています。

また、当社の営業活動を「投資」と「商取引」に大別の上、それぞれ

に固有のリスクファクター及び双方に共通するリスクファクター

を洗い出して管理しています。現在のフレームワークは、外部環境

の変化に先んじた効果的なリスクマネジメントの実践に向けて、

最先端の手法や枠組みを積極的に導入して作成したものです。

　なお、外部環境は激しく変化し、想定外の新しいビジネスモデ

ルが日々提案されています。こうした状況に適切に対応するため、

当社は経営陣の主導のもとリスクマネジメントの進化に取り組ん

でいます。一例として、広範な事業領域における多様な投資機会

に対し、より適切な案件を選別するための共通の判断軸として厳

格な投資規律を設定するとともに、投資実行後における各事業の

バリューアップに最適なガバナンス体制を構築し、投資のパ

フォーマンスに連動した報酬制度を導入しました。

業績安定
1

信用リスクエクスポージャー
カントリーリスク管理制度による
国・地域ごとのエクスポージャー

資源・エネルギー上流案件の
エクスポージャー

等税務リスク 情報セキュリティリスク

集中リスク管理

商品価格、金利、為替変動
市場リスク

収益変動
投資リスク

信用リスク

労務リスク 自然災害リスク

カントリーリスク 社会・環境リスク 安全保障貿易管理に関するリスク

投資活動におけるリスク

計画と実績の乖離を少なくして
安定収益を確保する

業績安定
リスクを体力（株主資本）の範囲内に収め、

リスク顕在化の場合にも
事業に支障を来さないようにする

体質強化

法令遵守等の社会的な責任を果たし、
信用を維持する

信用維持

リスクマネジメントの目的

リスクの定義

商取引におけるリスク

あらかじめ予測し、もしくは
予測していない事態の発生により損失を被る可能性

事業活動から得られるリターンが予想から外れる可能性

体質強化
2

信用維持
3

リスクマネジメント体系

基本方針・体制
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投資リスク管理フレームワーク当社では、全体のポートフォリオの変遷や個別投資機会のリスク

の性質を踏まえ、投資案件の検討・フォローのプロセスを適時に

見直しつつ、投資の入口から出口まで一貫した管理フレームワー

クを導入しています。

　投資案件の検討においては、取り組みの初期段階から「投資

テーマ」を明確にし、デューデリジェンスによって重点的に投資

テーマの妥当性を検証しています。加えて、当該事業のリスクに応

じた割引率を適用することにより、投資対象の「適正な価格」を算

定する等、定性・定量の両面から評価を実施しています。

　意思決定に際しては、案件の規模や重要性に応じて、検討・実行

の各段階において、経営会議及びその諮問機関である全社投融資

委員会、またはグループ経営会議（各営業グループにおける投資意

思決定機関）にて審議しています。それらの会議体において、戦略

上の位置付け、案件選定の背景・理由、投資後のバリューアップ施

策の前提とその確からしさ、ESG観点等、投資の成否を左右する

諸条件について早い段階から多様な視点で深く議論しています。

　また、投資の各ステージでその成功確度を高めるための仕組

みを強化しています。投資案件を選定するための厳格な投資規律

の策定、投資実行後における各事業のバリューアップに最適なガ

バナンス体制の構築、外部環境の変化を捉えた戦略見直し・中期

計画の策定、適時適切なリソースの投入等を着実に遂行すること

で、各事業の価値向上を実現します。さらに価値向上実現へのコ

ミットメントを高めるべく、2022年には投資先のパフォーマンス

に連動した報酬制度を導入しました。上記に加え、投資先のモニ

タリング制度としては、2025年度より従前の制度を改定し、一定

の定量基準にて撤退候補先を洗い出すとともに、投資先の成長

性や収益性、新規投資案件の進捗状況等にフォーカスした事業

投資レビューを実施し、従来以上にポートフォリオの入れ替え、

最適化に取り組みます。

投資案件の検討～投資実行
● 過去の教訓をもとに制定した、投資案件選定指針に基づき議論
● 多様な会議体メンバーによる多角的な案件審議（「検討段階」「実行段階」の2段階）
● 投資先業績と連動した評価・報酬制度

投資案件の選定・検討

「検討段階」における審議
● 戦略との整合性／投資テーマにおける仮説の
妥当性確認

● スタンドアローン・バリュー／シナジー／フルバ
リューの妥当性検証

● 価格／条件等の交渉方針
● 重要リスクと対応策の検討

投資の意思決定・実行

「実行段階」における審議
● 最終契約条件／経済性の内容精査
● PMI、ガバナンス／モニタリング体制の確認
● 投資実行可否の最終判断

モニタリングと保有意義レビュー

投資先モニタリングの高度化
● 撤退候補先は原則撤退とし、事業のターンアラ
ウンドに取り組む場合も、撤退に移行するトリ
ガーを事前に定め、モニタリング

● 投資先の成長性や収益性に基づき保有意義を
レビューし、大型案件に対する方針については
経営会議にて議論

グループマネジメントポリシー
（GMP）の推進

投資先ガバナンスの高度化
● 投資先の取締役会を通じたPDCAの徹底、外部
環境変化を捉えた戦略の見直し

● 最適なマネジメントチーム組成と価値向上を促
進するマネジメント評価・報酬設定

フィードバック

プロセスの見直し・仕組みの強化
● 過去の大型投資案件の失敗要因分析に基づく投資案件選定指針の設定
● 審議会議体メンバーの多様化
● ESG観点のリスク分析、モニタリングの仕組みを導入
● 「検討段階」の審議時期の柔軟な運用により、機動的な案件推進体制を構築

投資後のPMI・事業運営

「100日プラン」の策定・実行/定期レビュー
● ガバナンス体制を含む経営インフラの整備
● 最適なKPIの設定とモニタリング
● 修正中期計画の策定

リスクマネジメント

投資リスク管理
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情報セキュリティ

当社は、情報セキュリティの重要性を認識し、チーフ・インフォメーション・オフィサー（CIO）を

委員長とするIT戦略委員会を中心に、「情報セキュリティ基本方針」をはじめ関連規程を整備

し、情報セキュリティの確保及び情報資産の適切な管理に努めています。個人情報についても、

「プライバシー・ポリシー」を制定するとともに、関連規程や組織体制を整備し適切な保護に努

めています。

　また、会社情報の窃取・破壊等を目的とした外部からの攻撃等、情報セキュリティに関する不測

の事態に備え、システム上の対策に加え、役職員の継続的な教育・啓発や訓練、主要な子会社を含

めた体制の確認・整備を行い、外部専門機関とも連携の上、リスクの最小化に取り組んでいます。

　さらに、各組織に情報管理者を配置し、情報資産をその重要度によって区分した上で取り扱

い方法・手順を指示し、情報セキュリティの確保を図っています。

情報セキュリティ基本方針 ▶ https://www.sumitomocorp.com/ja/jp/security
プライバシー・ポリシー ▶ https://www.sumitomocorp.com/ja/jp/privacy

情報セキュリティ管理体制図

経営会議

CIO（DX・ITグループ長）

コーポレートグループ 営業グループ 国内店舗 海外店舗

IT戦略委員会（情報セキュリティ関連）

施策の企画、立案、実施 情報漏えい等の情報収集・対応

情報セキュリティに関する

委員長

副委員長

メンバー

事務局

チーフ・インフォメーション・オフィサー（CIO）

チーフ・ストラテジー・オフィサー（CSO）

内部統制推進部長、IT企画推進部長、経営企画部長、広報部長、
HR企画戦略部長、文書総務部長、法務部長、
フィナンシャル企画業務部長、主計部長、営業グループCFO2名

IT企画推進部

情報管理者

情報セキュリティに関する不測の事態が発生した
（発生する恐れがある）場合、迅速に対応組織の情報管理を総括し、責任を負う

機密情報の漏えい等の報告・対応
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